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生と死の間で

 新見医師会副会長　吉　田　　　徹

会員の声

　最近のテレビドラマの中で、サスペンスや医療を扱った番組が非常に多いようです。も
し、お手元に新聞があれば、番組表をご覧になってください。その多さにあらためて驚か
れると思います。サスペンスも医療系の話も、必ず人の生死が絡んできます。
　医者という立場でそれらのテレビを見る時に、「そんなことはないだろう」と思わずつっ
こみを入れてしまう場面も多くあります。おそらく面白くするために多少の脚色がなされ
ているのでしょう。
　「赤ひげ診療譚」「ブラックジャック」「無影灯」「Dr. コトー診療所」「白い巨塔」「ブラッ
クペアン」など、枚挙にいとまがありません。最近では、ドクターヘリを題材にした「コー
ドブルー」が人気があるようです。
　医療という職業は人の生死にかかわるので、感動を呼び易く、ドラマにしやすいという
側面もあるようです。
　医者は病気を治し予防するという使命がありますが、中には治すことも予防することも
できない死もあります。予期しない交通事故、不慮の死があります。また、自殺という手
段で死を呼び込んでしまう人も少なからずいます。
　もう三十年も前ですが、当直先の病院での出来事です。夜間、緊急の往診を頼まれ、そ
の家に行くと、玄関先で小柄な女の子が横たわっていました。ご家族の方が大声をだされ
ていました。すでに意識はなく、自発呼吸も脈拍もはっきりしませんでした。往診鞄に
あったアンビューバックでマスク呼吸をし、看護師さんが心臓マッサージを行いました。
救急車にあった挿管チューブで気道を確保、ルートもとり、どうにか病院に搬送しました。
一時期、血圧も上がり、意識が戻るかと思いましたが、結局その子は亡くなってしまいま
した。
　後で聞いた話では、その子は中学一年生で、テニスラケットを買ってほしいと親に言っ
たところ、父親に叱責されたことが引き金になり、衝動的に縊死という方法で自殺したそ
うです。だれであっても衝動的な自殺は止めることはできません。しかし、このことは死
という暗くて深い穴は、生のすぐ傍にあるのだということを、駆け出しの私に強く認識さ
せました。
　医師は常にその穴に患者さんを落とさないように見続けなければなりません。
　しかし、いくら注意しても、禁煙できない喘息の患者さん、食事制限のできない糖尿病
の患者さん、禁酒のできない肝疾患の患者さんがいます。いくら、暗い穴に近づかないよ
うに注意しても、説明してもご理解いただけないことも日常の臨床ではよくあります。
　それでも、徒労と思わず診療を続けている今日この頃です。
　見栄えのいい女性外科医がテレビの中で、「私、絶対に失敗しませんから」と決め台詞
をいう場面があります。内科医なら「絶対に誤診しませんから」でしょうか。
　これを見ながら、うらやましいなと思うのは私だけでしょうか。
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他科の先生に
知って欲しい 産婦人科編③

がん患者の妊孕性温存

岡山大学大学院医歯薬学総合研究科　
 産科・婦人科学教室　助教　酒　本　あ　い

　近年、各種がんに対する集学的治療が発達し、予後が改善してきて
います。がんを経験・克服したがんサバイバーの生活の質（Q.O.L.）向
上の一つとして、若年がん患者の妊孕性温存が注目されており、近年
全国的なムーブメントを巻き起こしています。

　がん治療で用いる化学療法や放射線療法には、妊孕性（将来妊娠する能力）を低下・廃
絶させてしまうものが存在します。そのため、妊孕性温存療法として、可能であればがん
の治療前に生殖細胞を凍結保存しておくことが行われています。
　男性では精子凍結保存、女性では未受精卵子や卵巣組織の凍結保存、またすでに婚姻さ
れている女性では、受精卵の凍結保存が可能です。男性の場合、射精が可能であれば精子
の凍結保存はいつでも可能ですが、未精通の男児に実施できる確立された方法はありませ
ん。
　女性の場合、受精卵・未受精卵の保存には、体外受精の手技である採卵（膣から卵巣を
穿刺し、卵子を回収する）が必要であり、多くの卵子を採取するには、採卵の前には排卵
誘発を行うために約２－３週間の時間的猶予が必要です。そのため、原疾患の治療が差し
迫っていて時間的猶予がない場合や、排卵誘発が困難な初経前の女児の場合には、卵巣組
織凍結が選択されます。
　がん生殖医療は、原疾患の治療を最優先とすることが原則であり、原疾患の治療を遅延
させないように限られた期間での迅速な対応が求められます。妊孕性温存の対象となる患
者にもれなく適切な情報を提供し、効率的に医療を提供するためには、多施設にわたるが
ん診断医・治療医と生殖医療医との知識の共有と連携が必須です。
　また、妊孕性温存治療は全て自費診療で行われ、患者さんの経済的負担が大きいことも
課題です。がん生殖医療の費用に対する助成を開始している都道府県もすでに複数あり、
岡山県においても助成制度の創設が切望されています。
　そのため岡山大学病院では、県内の不妊治療施設と協働して2013年に「がんと生殖医療
ネットワークOKAYAMA」を設立しました（ホームページURL：http://www.okayama-u.
ac.jp/user/ofnet/）。現在、がん生殖に関するセミナーの開催等のプロジェクトを精力的に
行い、岡山県および周辺地域全体での情報周知を目指しています。




